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研究成果の概要（和文）：　リベラルアーツという観点から哲学をとらえ直すために、本研究では、現代の日本
で哲学教育についてどのような実践が行われ、またそれについてどのような理論的反省が行われてきているかに
ついて調査を行った。
　その成果として、日本の哲学教育に関する先行研究の網羅的な文献リストを作成し、またこれに基づいて、日
本の哲学教育の論点と課題について各種研究会で問題提起を行うとともに、それらを研究ノートとしてまとめて
公表した。

研究成果の概要（英文）：　　To reconsider philosophy in terms of liberal arts, I examined practices 
and previous studies of philosophy education in Japan. 
　　On the basis of this research, I made a bibliography of the previous works, conducted some 
presentations about topics and challenges to philosophy education in Japan, and published a research
 note of it.

研究分野：哲学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究の背景には、２つの問題意識があっ
た。 
 
(1) 第一に、近代以降、専門分化を進めてき
た哲学（研究）の現状に対する問題意識であ
る。研究代表者は学部卒業論文から博士論文
にかけてイマヌエル・カント（1724‐1804）
の『純粋理性批判』（第一版 1781 年刊）を中
心にカント研究に取り組んできたが、近代的
な哲学・哲学史研究の代表的分野として、カ
ント研究は今日ではその内部においてもま
た細かく分化の様相を示している。これは近
現代の学術研究の宿命ではあるが、とはいえ
全体知・統合知を志向する哲学という学問は、
本来、この点に安住していてよいものではな
い。 
 
(2) 二点目は、これと表裏一体をなす、哲学
教育という観点からの問題意識である。哲学
という学問が大学という場に所を占めるの
は、それがとくに教養教育・一般教育という
点で重要な役割を担ってきたからである。し
かし、上述の哲学研究の専門分化は、文化と
しての哲学を支えるそうした制度的条件を
見えにくくし、その結果、哲学教育の現場に
おいても、教育対象の大半を占める《哲学研
究者になるわけではない学生》の存在が置き
去りにされることになる。 
 
 加えて、以上の点は、19世紀後半以降、専
門研究の制度化が進む中で哲学を摂取した
わが国の場合、西洋諸国に比べてとくに著し
いものがあると考えられた。 
 
２．研究の目的 
 哲学という学問は、自由な市民たる者に不
可欠の教養を育むものとして、欧米の中等・
高等教育機関で長らく中心的な役割を担っ
てきた。その根幹をなすのは、哲学という学
問が有する全体知・統合知への志向である。 
 しかしながら、近代以降、専門化が進み哲
学自身もまた一つの専門分野となり、その結
果、哲学は「研究」の点でも「教育」の点で
も必ずしも期待されるような全体性・統合性
を発揮しえなくなっている。 
 これに対して本研究は、《リベラルアーツ
としての哲学》という観点から、とくに「教
育」という面で哲学が担ってきた全体的・統
合的役割に焦点を合わせ、その歴史的・批判
的な調査研究を通じて最終的に現代の日本
の大学での教育実践にフィードバックしう
るような知見を得ることを目的とするもの
である。 
 
３．研究の方法 
 当初、「リベラルアーツとしての哲学の歴
史的・批判的研究」ということで計画してい
たのは、次の２点である。 
 

(1) 古典的な自由七科（文法・論理学・修辞
学・算術・幾何学・天文学・音楽）等の、リ
ベラルアーツ・カリキュラムの歴史的変遷を
明らかにすること。 
 
(2) 古典的リベラルアーツを踏まえた「グレ
ートブックス」等の取り組みを行っている国
内外の教育機関の教育実践について調査を
進め、成果を報告すること。 
 
 しかしながら、(1) については、とくにこ
の点で画期を成すと考えられるジョゼフ・プ
リーストリ（1733-1804）およびウィリアム・
ヒューウェル（1794-1866）の文献収集を行
ったものの、所属機関における校務の量が当
初の想定を大きく上回っていたため、多数の
文献資料を丁寧に読み込み、そのうえで期間
内に一定の成果を上げることが不可能とな
った。 
 (2) についても、ブラウン大学（自由選択
制）、コロンビア大学（コア・カリキュラム）、
セント・ジョンズ・カレッジ（グレートブッ
クス必修制）等、ユニークなリベラルアー
ツ・カリキュラムを展開している海外の大学
のピックアップはできたが、同様の理由によ
り、現地に赴いて調査を行う時日を確保する
ことができなかった。 
 それゆえ、研究の目的は堅持しつつ、方法
については適宜変更を加え、まとまった研究
時間が確保できない中でも一定の成果に達
しうるであろうものとして、文献読解および
現地調査についてそれぞれ次のような方法
を再設定した。 
 
(1) 《リベラルアーツとしての哲学》を展開
するさらなる前提として、これまで日本でど
のような哲学教育の実践が行われてきたの
か、また、その実践についてどのような理論
的反省が行われてきたのかについて、網羅的
な文献調査を進める。 
 具体的には、まず国立情報学研究所(NII)
提供の CiNii（NII 学術情報ナビゲータ[サイ
ニィ]）を活用し、そこに登録済みの哲学教
育に関する論著をリストアップし、入手・読
解する。そして、研究期間内に成果報告を行
うことを前提に、そこから派生させる形で、
可能な限り調査対象を広げる。 
 
(2) とくに「カリキュラム」という観点を意
識しつつ、国内の哲学科の授業見学ないしは
ヒアリング調査を行う。 
具体的には、研究上のつながりのある桜美
林大学、法政大学、大阪大学の教員を対象と
する。（それぞれ、2016 年 12 月 9 日（金）、
2017 年 2月 26日（日）、2017 年 6月 20 日（火）
および 21日（水）に実施。） 
 
４．研究成果 
 研究成果のうち、上記３-(2)の現地調査に
ついては、これによって一人の哲学教員とし



てさまざまな気づき・知見を得ることはでき
たが、現時点ではまとまった報告をできる段
階にない。助成終了後も調査を継続し、機関
の類型に応じた特徴を明らかにすることが
今後の課題となってくるだろう。 
 
 他方、３‐(2)については、調査研究の成
果を「書誌 / 哲学教育」および研究ノート
「哲学教育について何が語られてきたか―
「書誌 / 哲学教育」への註釈―」という形
でまとめることができた。 
 
 まず、「書誌 / 哲学教育」では、現物およ
びコピーを入手の上、自ら内容を閲読し得た
文献を〈書籍・学位論文〉〈雑誌特集・報告
書〉〈論文・記事・ノート〉の３つのカテゴ
リーに区分の上、出版年順・50 音順にリスト
化した。 
 今回収集・整理し得たのは、1957 年から
2016 年までの文献で、それぞれ〈書籍・学位
論文〉12件、〈雑誌特集・報告書〉14 件、〈論
文・記事・ノート〉148 件の、累計 174 件で
ある。 
 なお、「書誌 / 哲学教育」の公表後も調査
は継続しており、本研究助成終了の 2018 年 3
月末までに新たに 30 件の文献を閲読・リス
トアップした。これについては 2018 年 3 月
27 日の研究発表時に「書誌 / 哲学教育 補
遺」として資料配布した。今後も随時、情報
を更新してゆく予定である。 
 
 次に、研究ノート「哲学教育について何が
語られてきたか―「書誌 / 哲学教育」への
註釈―」であるが、ここでは上記の書誌を踏
まえて、日本の哲学教育（論）史について、
ひとつの全体的展望および諸課題を示すこ
とに努めた。（なお、その中間報告として、
2017 年 2 月 22 日の研究会で同タイトルの発
表を行った。） 
 今回調査対象としたのは、上述のように、
1957 年から 2016 年までの累計 174 件の文献
であるが、研究ノートではこれらを以下の４
つの観点から区分し、それぞれ特徴・傾向を
明らかにした。 
 
①原理：哲学教育とは何か 
「哲学教育とは何か」というそもそもの問
いは、いかにも哲学（研究）者に似つかわし
いものである。しかし、その多くは残念なが
ら《自分の哲学》をそのまま教育の側に折り
返した議論や、著者が研究対象とする哲学者
の教育論の祖述に終始してしまっている。 
 それに対して、丸山・松尾ほか（2001）は、
哲学科の教員２名と院生・学部生の対談形式
で、「対話」という方法の意義を自ら示した
ものとして特筆できる（文献については、「書
誌 / 哲学教育」を参照。以下同様）。また、
ジルソン（1957）は、哲学教育にとってのテ
クスト読解の意義をよく伝えるとともに、哲
学教師という存在について厳しい反省を迫

るものとなっている。 
 
②方法：どのような工夫がなされているか 
 哲学教育の方法については、柴田
（2000-2006）という大労作があるが、そこ
でも指摘されているように、調査を通じて浮
かび上がってくるのは、全体としての哲学教
育の（内容面での）無個性さである。 
 そもそも、各授業の内容が論文等の形で立
ち入って報告されること自体、従来あまりな
かったが、報告される場合も、哲学専攻の授
業を対象とするものはほとんどなく、大半は
一般教育の授業を対象とするものである。 
 ところで、一般教育の授業を対象とした実
践報告集としては、理想社（1981）と名古屋
大学高等教育研究センター（2011）とが、1991
年の大綱化を挟む形で好対照をなしている。
後者の特集タイトルにもあるように、「哲学
者にならない人々のために」という意識が近
年強まってきており、これに応じて哲学教育
の対象となる学生層の捕捉もより繊細にな
ってきていることが見て取れる。 
 また、手法という点では、とくに 2010 年
代以降、アクティブ・ラーニングに関わるさ
まざまなツールの導入が急速に進んでいる
こともうかがえる。 
 
③対象：誰を相手に行うのか 
 日本の哲学教育は、「哲学」を看板に掲げ
る形では、長く大学に限定されてきた。その
内部では一般教育課程、専門教育課程（哲学
科）、教員養成課程の３つが大きな区分を占
めるが、先行研究から見て取れるのは、議論
が一般教育課程に集中しているという事実
である。 
 しかし近年では、初等・中等教育段階にお
ける哲学教育についても、一定程度議論がな
されるようになってきている。とくに初等教
育段階では、近年世界的に盛り上がりを見せ
ている、マシュー・リップマンにはじまる「子
ど も の た め の 哲 学 （ Philosophy for 
Children: P4C）」運動をうけて、日本にもそ
れを移入・定着させようという動きがみられ
る。また中等教育段階では、改めて高校の公
民科「倫理」に焦点を合わせて、「市民形成」
という観点から哲学教育のあり方を再考し
ようという動きが強まっている。 
 
④比較：諸外国から何を学ぶか 
 上記の初等教育における「子どものための
哲学」の興隆がそうであるように、哲学教育
論議に際してのテーマ設定は、哲学研究の場
合と同様、しばしば海外の流行を追う形で行
われる。 
このことは日本の状況を相対化する、ひい
ては理論的に考察するという意味では、歓迎
すべきことである。しかし、哲学研究の場合
と同様、参考にする事例に少なからず偏りが
存することは否みがたい。例えばフランスの
事例については途切れなく紹介され続けて



いるが、ドイツやアメリカについては、研究
の場合と対照的に、きわめて限定的である。
それ以外の地域については、調査の範囲では、
中国とソ連・ロシアについての 3件がわずか
に見出されるばかりであった。 
 
⑤課題：何が語られてこなかったのか 
 以上のように、①から④のいずれの観点に
おいても、扱われるテーマや議論の方向性に
は特有の傾向があり、それぞれに課題を残し
ている。とはいえ、先行研究を総体として見
れば、哲学教育についてひととおりのことは
論じられてきている。したがって、先行研究
がしかるべく扱われるのであれば、後進が哲
学教育に関してまったく手探りの状態に置
かれるということはない。 
 ただし、とくに本研究のテーマである《リ
ベラルアーツとしての哲学》という観点から
すれば、論じられるべくして（ほとんど）論
じられてこなかった、あるいは十分には展開
されてこなかったテーマもある。 
 まず、第一に、「カリキュラム」という観
点からの論が、いちじるしく欠けている。古
典的なリベラルアーツ教育において哲学と
は、特定の一科目・一分野を指すものではな
く、学士課程教育全体をカバーするものであ
った。しかしながら、そのようにカリキュラ
ム全体を意識して哲学教育の役割を論じた
ものを今回の調査で見出すことはできなか
った。 
 また、哲学がカリキュラム上の正課科目と
して位置付けられる限り当然問題になるは
ずの「評価」という論点も手薄である。たし
かに、自らの授業実践について論じる中で当
該科目の評価方法に触れたものは一定数あ
る。しかし、そもそも教育機関で哲学を学ぶ
ことで学生が何を身に付け、そしてそれをい
つどのような仕方で測定・評価するのかにつ
いて踏み込んで論じたものは見られない。 
 最後に、哲学教育について議論し、それを
共有・蓄積する場について、つまり学会等の
役割について、必ずしも十分に議論がなされ
てきていない。間欠的に問題提起はなされて
きているが、これまでのところいずれもその
時限りのものにとどまっている。 
 
 なお、「書誌 / 哲学教育」作成および研究
ノート「哲学教育について何が語られてきた
か―「書誌 / 哲学教育」への註釈―」執筆
を通じて得た知見・認識・問題意識の一端は、
この間、各種の研究会等でも発表している。
「カリキュラム」に関しては、2017 年 9 月
10日の研究会で general education の観点か
ら、また 2018 年 3月 27 日の研究会で同じく
general education と教職課程の観点から問
題提起を行った。また哲学教育に関する学会
の機能については 2017 年 10 月 22 日の学会
（ワークショップ）発表でいくつかの提案を
行った。 
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